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公衆衛生モニタリング・レポート

「健康影響予測評価（Health Impact Assessment）の必要性と

日本公衆衛生学会版ガイダンスの提案」

日本公衆衛生学会公衆衛生モニタリング・レポート委員会※

. はじめに

既に多くの指摘があるように，現在の日本では，

少子高齢化，非正規雇用，社会保障，都市化，地域

連帯の低下などの社会状況の変動に関連し，様々な

公衆衛生に関する課題が表面化している。公衆衛生

モニタリング・レポートでは，これまでに自殺，子

供および高齢者の健康の社会格差，非正規雇用と関

連した健康課題などについて取り上げ，うちいくつ

かについてはレポートや提言を公表してきた1～13)。

学会誌である日本公衆衛生雑誌でも健康の社会格差

に関する連載が行われている14～25)。健康の社会的

決定要因に対して公衆衛生がどう関与してゆくかと

いう問題は，今日のわが国の公衆衛生の大きな課題

である。

こうした健康の社会的決定要因への対応には，保

健医療の範囲に留まらず，多岐に渡る政策分野での

取り組みが必要となる。例えばある政策は，保健医

療以外の政策であっても，注意深く設計されるな

ら，健康に良好な影響をもたらしたり，健康の社会

格差を改善する結果を生む可能性もある。また逆

に，ある政策は，健康に悪影響をもたらしたり，一

部の者で健康の社会格差を増加させる場合もある。

社会的決定要因の健康への影響を評価し，健康およ

び健康の公平性を実現する公衆衛生活動では，保健

医療以外の分野での制度や政策の健康への影響を事

前に評価し，これらの制度や政策の健康へのポジテ

ィブな影響を最大化することがその一部として求め

られる。2010年にWHOが出したアデレード声明
でもこの点が重要な理念として取り上げられ，多岐

に渡る政策分野と連携を図り，それぞれの政策分野

において健康配慮を求めることがHealth in All
Policies (HiAP）という新しい健康戦略として提唱
されている26)。

このレポートでは，保健医療以外の政策分野と連

携を図り，その政策分野において健康への配慮を求

めるための手法である健康影響予測評価（Health
Impact Assessment，以下HIA）について述べた上
で，日本公衆衛生学会としてそのガイダンスおよび

ツールを作成する必要性を述べ，さらにそのひな形

を提案する。

. 健康影響予測評価とは

HIAとは，新たに提案された政策が健康にどの
ような影響を及ぼすかを事前に予測，評価すること

により，この政策による健康の便益を促進し，かつ

不利益を最小にするように，その政策を最適化して

いく一連の過程と，方法論のことである。HIAは
主に環境分野で発展してきたが，今日では欧州を中

心に国や自治体などの政策の意志決定のツールとし

て，雇用，教育，都市開発などさまざまな領域で適

用されている27,28)。

HIAの対象となる政策には，国や自治体，事業
者などが提案する全ての政策や事業計画が該当す

る。例えば，国，政党，団体が提案する政策案，法

律・規則・条例，自治体によって策定や改訂が検討

されている計画（例都市計画マスタープラン，介

護保険事業計画など），あるいは自治体や事業者が

計画する事業（例空港，高速道路，公園，競技

場，工場設立など）がこれにあたる。

HIAは，政策の健康への影響に関する情報を提
供し，政策を決定する者の意思決定の参考とする

他，利害関係者による合意形成や住民参加による意

思決定を目的に実施される場合もある。また政策案

に対して意見表示や情報発信をする目的で実施され

ることもある。HIAを利用することで，当該政策
のさまざまな健康の側面に対する影響を広範に同定

し，事前に健康リスクを予見して，必要な調整を行
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うことができる。保健医療政策のみならず，保健医

療以外の政策における健康配慮を求めることができ

る。分野横断的な政策協議を行う際の共通言語とし

てのツールとして活用できる。また，政策決定への

住民参加・利害関係者の関与を促すことができる。

HIAは，一般に以下の手順で実施される。
 スクリーニング（Screening)HIA実施の要
否の決定

 仕様決定（Scoping)HIA実施プランの作成
 事前評価（Appraisal)健康影響の評価
 報告（Reporting)推奨意見の作成，報告書
の作成

 モニタリング・事後評価（Monitoring /

Evaluation)提案の変更等の確認，HIA実施
過程の評価

このうちスクリーニングは，提案されている政策

がどのような健康影響を与える可能性があるかにつ

いて判断し，HIAを実施するかどうか決める手順
である。仕様決定をはじめとするその後の手順は，

スクリーニングで得られた結果をもとに進められる

ため，スクリーニングを適切に，もれなく実施して

おくことはHIAにとって重要である。

WHOの社会的健康決定要因に関する委員会の最
終報告書では，健康の社会格差是正に向けた取り組

みとして，全ての政策においてHIAを行うことが
推奨されている29)。健康影響予測評価は上に述べた

アデレード宣言におけるHiAPを具体的に実践する
ためのツールと位置づけられている。しかしながら

わが国ではHIAに関する情報やツールが普及して
おらず，これまで現実場面ではHIAはほとんど実
施されてこなかった。

. 日本公衆衛生学会版HIAガイダンスの提案
1) 日本公衆衛生学会版HIAガイダンス作成の
意義

HIAは，政策決定の担当者や政策に関連する利害
関係者が実施するものであり，必ずしも学会など専

門家団体が主体となって実施するものではない。し

かしHIAの手引き（ガイダンス）を日本公衆衛生
学会が作成することにより，学会内にとどまらず，

わが国におけるHIAの理解と実践技術の普及に資
すると期待される。このような状況を踏まえ，本委

員会では，HIAに関する知識の普及と実践を推進
する目的で，HIAの日本公衆衛生学会版ガイダン
スおよびツールを作成することを提案する。なお，

HIAは「健康影響評価」と訳されることが多いが，

HIAは必ずしも数量的な健康影響の評価を行う
わけではないことから，ここでは「健康影響予測評

価」と呼ぶこととした。

上に述べたように，HIAでは，HIAを本格的に
実施するかどうか決める手順であるスクリーニング

が最初の重要なステップになる。日本公衆衛生学会

版HIAガイダンスでは，このスクリーニングに焦
点をあて，スクリーニングをどう進めるかについて

の入門的な解説およびスクリーニング作業のための

ツールを作成することが有効であると考えた。

2) 公衆衛生モニタリング・レポート委員会ワー

キンググループ案の作成手順

公衆衛生モニタリング・レポート委員会に設置さ

れたHIAガイダンス作成ワーキンググループは，
平成23年 5月24日に東京大学医学部で会合をもち，
ガイドラインの概要について討議を行った。藤野ら

が作成しているHIAガイドライン30)を中心に，そ

の他国内外の既存のHIAガイドライン31�40)を参考

にし，日本の政策風土に適用できるように検討を重

ねた。HIAには，政策の健康への影響を事前評価
する一般的なものと，健康の社会格差に特化したも

のがあるが，その異同についてはまだ議論がある。

本学会のガイドラインを広く使用できるものにした

いとの観点から，今回は一般的なHIAのガイダン
スを作成することとした。これに加えて，国内の適

応事例をワーキンググループメンバーから収集し

た。これについてはさらに，厚生労働省「子ども・

子育て新システム検討会議作業グループ幼保一体化

ワーキングチーム」の第 6回会合，第 7回会合の配
布資料を参考にしながら，幼保一体化という政策を

例にして，その健康影響，特に健康の社会格差への

影響についてワーキンググループメンバーによるス

クリーニング作業を試行し，これを参考にしながら

ガイドラインのあり方を検討した。会合の後，ガイ

ドライン案および国内の適応事例の案を作成し，さ

らにメールで討議を重ねて最終案を作成した。作成

されたガイダンス案は公衆衛生モニタリング・レ

ポート委員会および理事会で審議され，その意見を

もとに最終案が作成された。作成されたHIAガイ
ダンスおよびスクリーニング・ツールの案は，学会

HP（http://www.jsph.jp/）の会員ページ内の公衆
衛生モニタリング・レポート委員会の活動内容ペー

ジに掲載している。

. おわりに

HIAは，さまざまな政策の健康への影響を理解
し，公衆衛生の専門家が非保健医療分野の政策担当

者と協働して政策による健康面での利便を最大化す

るための重要なツールであり，健康の社会格差の改

善においても重要なアプローチと位置づけられる。
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今回提案したものをたたき台に，会員の意見を反映

し，また本学会が実施する委員会活動や研修会など

で試用してさらに使いやすいものに継続的に改善す

ることにより，日本公衆衛生学会版のHIAガイダ
ンスおよびツールが完成すれば，さまざまな政策の

健康への影響の予測と事前対応のための技術を広く

わが国に普及させることにつながると期待される。

また学会員が，ガイダンスおよびツールを利用して

健康の社会的決定要因について理解を深め，非保健

医療分野の政策担当者と共同して健康の社会的決定

要因の改善に取り組むことを可能になると期待され

る。学会員等を対象とした研修・トレーニングの教

材としても活用されることが期待される。

日本公衆衛生学会版の健康影響予測評価HIAガ
イダンスおよびツールの完成に向けて，学会員から

新しい提案を本委員会あてに送付いただいたり，あ

るいは学会総会時に試用経験の研究報告を積極的に

行っていただくことを期待している。

健康影響予測評価ガイダンス作成ワーキンググループ

は以下の通りである藤野善久（産業医科大学医学部公

衆衛生学)*，永田智久（産業医科大学産業医実務研修セ
ンター），久保達彦（産業医科大学医学部公衆衛生学），

助友裕子（国立がん研究センターがん対策情報セン

ター），石竹達也（久留米大学医学部環境医学講座），近

藤克則（日本福祉大学健康社会研究センター），原 邦夫

（帝京平成大学地域医療学部）。

*は本レポートの作成に主にかかわった者を示す。
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